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１．平成２１年３月期の業績（平成２０年４月１日～平成２１年３月３１日）  
（ １）経営成績                               （％表示は対前期増減率） 

 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 

 百万円   ％ 百万円   ％ 百万円   ％ 百万円   ％

21 年 3 月期 7,770 (△10.4 ) 16 (246.6 ) 51 (46.7 ) △118 ( ― )

20 年 3 月期 8,675 (△8.1 ) 4 (△96.9 ) 35 (△78.1 ) 18 (△77.8 )
 

 
１ 株当た り 
当 期純利 益 

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

自 己 資 本 
当期純利益率 

総資産経常利益率 売上高営業利益率

 円  銭 円  銭 ％ ％ ％ 

21 年 3 月期 △11 54  ― △5.2 1.0 0.2 

20 年 3 月期 1 83  ― 0.8 0.6 0.1  
（参考）持分法投資損益  21 年 3 月期   ― 百万円   20 年 3 月期   ― 百万円 
 

（ ２）財政状態 

 総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円  銭

21 年 3 月期 5,062 2,160 42.6 215 65 

20 年 3 月期 5,494 2,394 43.5 230 75  
（参考）自己資本  21 年 3 月期  2,155 百万円   20 年 3 月期  2,389 百万円 
 

（ ３）キャッシュ・フローの状況 

 
営業活動による 
キャッシュ・フロー 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高 

 百万円 百万円 百万円 百万円 

21 年 3 月期 △41 △90 65 746 

20 年 3 月期 30 11 131 812 
 
２ ．配当の状況 

 １株当たり配当金 

（基準日） 第 1 四半期末 第 2 四半期末 第 3 四半期末 期末 年間 

配当金 
総 額 
（年間） 

配当性向
純資産 

配当率 

 円  銭 円  銭 円  銭 円  銭 円  銭 百万円 ％ ％

20 年 3 月期 ― 0  00 ― 3  00 3  00 31 163.9 1.2

21 年 3 月期 ― 0  00 ― 2  00 2  00 19 ― 0.9

22 年 3 月期 
（予想） 

― 0  00 ― 3  00 3  00  66.7  

 

３．平成２２年３月期の業績予想（平成２１年４月１日～平成２２年３月３１日） 

               （％表示は、通期は対前期、第２四半期累計期間は対前年同四半期増減率） 

 
売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 

１株当たり 
当期純利益 

 百万円  ％ 百万円  ％ 百万円  ％ 百万円  ％ 円  銭

第 2四半期 
累 計 期 間 

4,300 (△0.8) 55 (△1.1) 55 (△2.3) 25 ( ― ) 2 50 

通 期 8,500 (9.4) 100 (525.0) 100 (185.7) 45 ( ― ) 4 50  
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４．その他 

 

（１）重要な会計方針の変更 

① 会計基準等の改正に伴う変更 有 

② ①以外の変更        無 
 
（注）詳細は、17 ページ「重要な会計方針」をご覧ください。 

 

（２）発行済株式数（普通株式） 
 

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 21 年 3 月期 10,370,800 株   20 年 3 月期 10,370,800 株 
 
② 期末自己株式数           21 年 3 月期   377,051 株   20 年 3 月期   16,579 株 
 
（注）１株当たり当期純利益の算定の基礎となる株式数については、29 ページ「１株当たり情報」をご覧ください。 

 

 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
 

業績予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報及び将来の業績に影響を与える不確実な要因に

係る本資料発表日現在における仮定を前提としています。実際の業績は、今後様々な要因によって大き

く異なる結果となる可能性があります。 
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(1）経営成績に関する分析 

（ 当期の経営成績 ） 

 当期におけるわが国経済は、米大手証券会社リーマン・ブラザーズ破綻を機とした世界的金融不安の影響を受

け、円高・株安等で、輸出が激減するなど企業収益は急速に悪化いたしました。その結果、各企業とも減産体制に

よる雇用調整や設備投資の抑制に拍車がかかるなど、個人消費にも大きな影響を与え、景気は急激に悪化してまい

りました。 

このような情勢下におきまして、当社は懸命の拡販策を採ってまいりましたが、設備投資等の縮小による需要の

減少に加え、円高による輸出の減少と国内における海外製品との価格競合もあって売上高は７７億７千万円（前年同

期実績８６億７千５百万円）となりました。 

利益面につきましては、コストの低減・諸経費の節減等、収益体質の強化に努めました結果、営業利益は１千６

百万円（前年同期実績４百万円）、経常利益として５千１百万円（前年同期実績３千５百万円）を計上いたしました

が、保有株式の時価下落による有価証券評価損１億２千１百万円および貸倒引当金繰入額５千３百万円を特別損失と

して計上した結果、１億１千８百万円の当期純損失（前年同期実績１千８百万円の当期純利益）となりました。 

 次に取扱品目別の業況についてご報告申し上げます。 

（ショベル類） 

 国内向けにつきましては、新製品の投入等で拡販努力を重ねてまいりましたが、急激な景気後退による需要の減少

と海外製品との熾烈な価格競合もあって売上高は８億６千１百万円（対前期比６．５％減）となりました。 

輸出につきましては、原材料の高騰・円高等に対応し、臨機応変の価格調整をして受注に努めてまいりました

が、売上高は１億５百万円（対前期比２６．９％減）となり、ショベル類全体といたしましては、売上高は９億６千

６百万円（対前期比９．３％減）となりました。 

（アウトドア用品類） 

 新規ルートの開拓や高齢化時代に即応した安全で使いやすい商品の提供など、地道な販売努力を重ねてまいりまし

たが、景況感の悪化による個人消費の低迷等により売上高は１８億８千８百万円（対前期比０．２％増）となりまし

た。 

（工事・農業用機器類） 

 土木建築関連の需要の低迷による金物専門店での受注不振と暖冬少雪の影響もあって、売上高は２３億５千６百万

円（対前期比８．２％減）となりました。 

（物流機器類） 

 急激な景気後退による住宅関連や設備投資等の需要の急速な落ち込みに加え、熾烈な価格競合等もあって、売上高

は２５億５千７百万円（対前期比１９．０％減）となりました。 

  

（ 次期の見通し ） 
  

 次期の見通しといたしましては、直面している金融危機の影響が更に広がるものと推測され、景況感の大幅悪化は

避けられない状況にあります。各企業の更なる設備投資の縮小等も予想され、当社を取り巻く経営環境は依然として

厳しい状況下にあります。 

 当社といたしましては、このような状況を踏まえ、更なるトータルコストの縮小を図り収益性を高めるとともに、

ユニバーサルデザインを配慮したショベルや農具類の開発による商品力の強化と営業部門の戦力強化を第一とし、新

規市場の開拓等、売上増進に全力を尽くし業績向上に邁進する所存であります。 

 株主の皆様におかれましては、今後ともより一層のご支援とご協力を賜りますようお願い申し上げます。 

   

(2）財政状態に関する分析 

（ 資産、負債、純資産及びキャッシュ・フローの状況に関する分析） 

 ① 資産、負債、純資産の状況 

 当事業年度末の資産につきましては、前事業年度末と比べ４億３千２百万円減少し５０億６千２百万円となりまし

た。これは主に現金及び預金が６千６百万円、売上債権が２億７千万円、投資有価証券が１億２千８百万円それぞれ

減少したことによるものであります。 

 負債につきましては、前事業年度末と比べ１億９千８百万円減少し２９億１百万円となりました。これは主に借入

金が長短合わせて１億２千７百万円増加したものの、支払手形及び買掛金の合計が３億３千８百万円減少したことに

よるものであります。 

 純資産につきましては、前事業年度末と比べ２億３千４百万円減少し２１億６千万円となりました。これは主にそ

の他有価証券評価差額金が５千７百万円減少したことと、１億１千８百万円の当期純損失となったためであります。

  

１．経営成績
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 ② キャッシュ・フローの状況 

 当事業年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は、前事業年度末に比べて６千５百万円

減少し、当事業年度末には７億４千６百万円となりました。 

 当事業年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果使用した資金は、４千１百万円（前期は３千万円の収入）となりました。これは主に売上債権の減

少額が２億１千６百万円となったものの、仕入債務の減少額が３億３千７百万円となったためであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用した資金は、９千万円（前期は１千１百万円の収入）となりました。これは主に投資有価証券

の取得による支出８千９百万円によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果得られた資金は、６千５百万円（前期は１億３千１百万円の収入）となりました。これは主に短期

及び長期借入金の純増額１億２千７百万円によるものであります。 

  

（キャッシュ・フロー関連の経営指標の推移） 
  
（参考）キャッシュ・フロー関連指標の推移 
  

  
 自己資本比率 ： 自己資本 ／ 総資産 
  
 時価ベースの自己資本比率 ： 株式時価総額 ／ 総資産 
  
 キャッシュ・フロー対有利子負債比率： 有利子負債 ／ キャッシュ・フロー 
  
 インタレスト・カバレッジ・レシオ ：キャッシュ・フロー ／ 利払い 
     

（注１）株式時価総額は、自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しております。 

（注２）キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しております。 

（注３）有利子負債は、貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としておりま

       す。 

  

  

(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

 当社は、業績に応じた利益配分を基本方針として、業績・配当性向・内部留保等を総合的に勘案し、株主各位に対

して安定的な配当の維持及び適正な利益還元をすることが経営の重要課題の一つとして考えております。 

 また、内部留保金につきましては、業容拡大のための設備投資、新製品の開発及び経営体制の効率化・省力化を図

るための投資等の他、資本構成の改善と株主利益の向上のため、自己株式の消却等、資本政策・配当政策の一環とし

て活用する所存であります。 

 当期の配当につきましては、上記方針に基づいて、業績、その他諸般の事情を勘案いたしました結果、１株につき

２円の配当を予定しております。また、次期につきましては１株につき３円の配当を見込んでおります。 

   今後もこの方針に基づき積極的な利益還元を目指していく予定であります。 

   

  第101期 第102期 第103期 第104期 第105期 

  平成17年３月期平成18年３月期 平成19年３月期平成20年３月期 平成21年３月期

 自己資本比率 38.4 ％ 40.3 ％ 41.2 ％ 43.5 ％ 42.6 ％

 時価ベースの自己資本比率 68.2 ％ 76.5 ％ 30.7 ％ 35.4 ％ 12.4 ％

 キャッシュ・フロー対有利子負債比率 8.8 年 8.6 年 314.1 年 33.8 年  －    

 インタレスト・カバレッジ・レシオ 8.0 7.4 0.2 1.6 － 
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(4）事業等のリスク 

 当社の経営成績、株価および財務状況等に影響を及ぼす可能性のあるリスクには以下のようなものがあります。な

お、文中における将来に関する事項は、当事業年度末（平成21年３月31日）において当社が判断したものでありま

す。  

  

 ａ．不良債権発生によるリスク 
  

 １社集中型の取引が多くなりつつある現況の中で、今後、債権管理をより一層強化していく方針ですが、予測不

能な事態が生じた場合には、業績と財務内容に悪影響を及ぼす可能性があります。 
  

 ｂ．季節商品依存によるリスク 
  

 季節商品の比重が大きく、需要期における多雨・少雪等、天候の状況によっては、業績と財務内容に悪影響を及

ぼす可能性があります。 
  

 ｃ．海外取引にかかるリスク 
  

 輸出については、アメリカ・イラン等主要輸出国での不況と急激な円高や円高の定着が長引けば、業績と財務内

容に悪影響を及ぼす可能性があります。 
  
 ｄ．災害等によるリスク 

  
 製造ラインの中断による潜在的なマイナス影響を最小化するために設備における定期的な災害防止検査と設備点

検を行っております。しかし生産設備で発生する災害、停電またはその他中断事象による影響を完全に防止できる

保証はありません。従って大規模な地震やその他の操業を中断する事象が発生した場合、生産能力が著しく低下す

る可能性があります。 
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 当社の企業集団は、当社と１００％出資の非連結子会社１社で構成されており、同社ではショベル柄及び木製品の製

造をしております。  

    

(1）会社の経営の基本方針 

 当社は、創立以来「良品声なくして人を呼ぶ」をモットーに、品質第一主義の経営理念をもって、お客様の満足す

る製品・商品を提供し、品質に対する信頼を得てまいりました。 

 今後更に全員参加の品質保証システムを確立すると共に、自然環境との共生並びに少子高齢化時代を見据えた新た

な製品・商品開発にチャレンジし、お客様のニーズに機敏に対応出来る企業として、常に高い目標に向かって邁進し

社会に貢献することを経営の基本としております。 

   

(2）目標とする経営指標 

 当社は品質第一主義の経営方針に基づき、お客様に満足頂く製品の開発や品揃えを中長期的経営の重点目標として

おります。また、販路の拡大と粗利益率の改善を図る一方、販売費及び一般管理費の削減に努め合理的かつ効率的な

経営を推進し、ＲＯＥ（自己資本当期純利益率）をはじめ経営指標の向上を目指し、株主利益の拡大に努めてまいり

ます。 

   

(3）中長期的な会社の経営戦略および対処すべき課題 

 当社の主力製品でありますショベル・スコップにつきましては、海外からの廉価品との競合等、厳しい環境下にあ

りますが、ユーザー志向に沿った製品の品揃えを目指し、名実共に業界トップの維持・確保に全力を尽くす所存であ

ります。 

 土農工具・園芸用品につきましては新製品の開発、既存商品の改善、改良を重視し更なる拡充を計る所存でありま

す。 

 物流システム関連商品につきましては、新規販路の拡大に加え、納入実績のあるユーザーに対するサービスの強

化・掘起しを重点に顧客の満足度を満たす営業活動と技術の向上に力を注ぐ所存であります。 

 また、少子高齢化時代に即応した安全で使いやすい商品の提供をはじめ防災関連用品等、時代の変化にマッチした

斬新的な商品企画・商品改革に全力を尽くす所存であります。 

 その他人材の育成につきましては、安全教育の徹底及びモラールの向上と規律正しい活力ある組織作りを目指し経

営の効率性を図ると共にコンプライアンスの徹底、適時適正開示、リスク管理等を含め内部統制の更なる充実に力を

注ぐ所存であります。 

     

(4）その他、会社の経営上重要な事項 

該当事項はありません。 

  

  

２．企業集団の状況

３．経営方針
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４．財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位：千円）

前事業年度 
(平成20年３月31日) 

当事業年度 
(平成21年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 900,612 834,493

受取手形 260,153 170,498

売掛金 1,361,598 1,198,539

商品 867,502 －

製品 215,550 －

原材料 86,937 －

商品及び製品 － 1,045,855

仕掛品 18,919 29,819

貯蔵品 7,184 －

原材料及び貯蔵品 － 116,170

前渡金 1,805 3,548

前払費用 17,635 17,974

繰延税金資産 49,626 44,793

未収入金 359,720 341,487

その他の流動資産 5,352 4,732

貸倒引当金 △6,140 △11,120

流動資産合計 4,146,458 3,796,793

固定資産   

有形固定資産   

建物 ※ １  1,060,892 ※ １  1,060,892

減価償却累計額 △784,193 △805,699

建物（純額） 276,699 255,193

構築物 139,991 139,991

減価償却累計額 △130,280 △131,975

構築物（純額） 9,710 8,015

機械及び装置 854,774 861,689

減価償却累計額 △746,504 △771,384

機械及び装置（純額） 108,270 90,305

車輌及び運搬具 59,631 47,339

減価償却累計額 △50,527 △43,473

車輌及び運搬具（純額） 9,104 3,865

工具、器具及び備品 375,318 384,328

減価償却累計額 △346,326 △339,448

工具、器具及び備品（純額） 28,991 44,879

土地 ※ １  14,275 ※ １  10,805

建設仮勘定 1,000 －

有形固定資産合計 448,052 413,064
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（単位：千円）

前事業年度 
(平成20年３月31日) 

当事業年度 
(平成21年３月31日) 

無形固定資産   

商標権 294 238

ソフトウエア 10,162 33,134

電話加入権 4,909 4,909

無形固定資産合計 15,366 38,282

投資その他の資産   

投資有価証券 ※ １  538,762 ※ １  410,675

関係会社株式 50,876 50,876

出資金 8,029 7,629

破産更生債権等 4,330 62,367

長期前払費用 11,722 18,272

繰延税金資産 58,295 111,414

保険積立金 139,431 153,613

その他の投資 81,207 65,385

貸倒引当金 △7,559 △65,580

投資その他の資産合計 885,096 814,654

固定資産合計 1,348,515 1,266,001

資産合計 5,494,974 5,062,795

負債の部   

流動負債   

支払手形 1,082,382 812,958

買掛金 543,724 474,931

短期借入金 ※ １  830,000 ※ １  780,000

1年内返済予定の長期借入金 ※ １  101,900 ※ １  179,180

未払金 14,187 37,594

未払費用 109,837 99,272

未払法人税等 10,100 39,229

未払消費税等 17,023 1,955

預り金 22,767 24,180

賞与引当金 56,300 41,900

為替予約 13,492 8,582

その他の流動負債 1,430 3,160

流動負債合計 2,803,146 2,502,947

固定負債   

長期借入金 ※ １  111,719 ※ １  212,065

長期未払金 52,832 －

退職給付引当金 132,300 161,000

その他 － 25,861

固定負債合計 296,851 398,926

負債合計 3,099,997 2,901,873
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（単位：千円）

前事業年度 
(平成20年３月31日) 

当事業年度 
(平成21年３月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 829,600 829,600

資本剰余金   

資本準備金 509,408 509,408

資本剰余金合計 509,408 509,408

利益剰余金   

利益準備金 131,380 131,380

その他利益剰余金   

買換資産圧縮積立金 78,271 71,920

別途積立金 700,000 700,000

繰越利益剰余金 159,275 16,421

利益剰余金合計 1,068,927 919,721

自己株式 △2,799 △33,512

株主資本合計 2,405,136 2,225,217

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △7,879 △64,926

繰延ヘッジ損益 △8,001 △5,089

評価・換算差額等合計 △15,880 △70,016

新株予約権 5,720 5,720

純資産合計 2,394,976 2,160,922

負債純資産合計 5,494,974 5,062,795
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（２）損益計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

売上高   

製品売上高 1,066,098 966,833

商品売上高 7,609,562 6,803,432

売上高合計 8,675,661 7,770,265

売上原価   

製品期首たな卸高 219,903 －

商品期首たな卸高 966,035 －

商品及び製品期首たな卸高 － 1,083,053

当期製品製造原価 662,844 643,081

当期商品仕入高 5,874,480 5,119,268

合計 7,723,264 6,845,402

他勘定振替高 ※ １  △4,374 ※ １  △3,464

製品期末たな卸高 215,550 －

商品期末たな卸高 867,502 －

商品及び製品期末たな卸高 － 1,045,855

売上原価合計 6,635,835 5,796,082

売上総利益 2,039,825 1,974,183

販売費及び一般管理費 ※ ２  2,035,057 ※ ２  1,957,656

営業利益 4,768 16,526

営業外収益   

受取利息 1,674 1,585

有価証券利息 － 1,904

受取配当金 12,055 9,398

社宅家賃収入 6,596 6,006

受取保険金 36,447 45,190

その他営業外収益 8,543 4,648

営業外収益合計 65,317 68,735

営業外費用   

支払利息 18,442 19,522

手形売却損 9,727 8,431

ファクタリング手数料 4,409 3,125

その他営業外費用 2,070 2,192

営業外費用合計 34,649 33,271

経常利益 35,436 51,989

特別利益   

投資有価証券売却益 20,377 －

固定資産売却益 － 29,583

特別利益合計 20,377 29,583
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（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

特別損失   

投資有価証券評価損 － 121,877

貸倒引当金繰入額 － 53,968

特別損失合計 － 175,846

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） 55,814 △94,272

法人税、住民税及び事業税 10,000 35,000

法人税等調整額 26,900 △11,129

法人税等合計 36,900 23,870

当期純利益又は当期純損失（△） 18,913 △118,142
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（３）株主資本等変動計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 829,600 829,600

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 829,600 829,600

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 509,408 509,408

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 509,408 509,408

その他資本剰余金   

前期末残高 114,159 －

当期変動額   

自己株式の消却 △114,159 －

当期変動額合計 △114,159 －

当期末残高 － －

資本剰余金合計   

前期末残高 623,567 509,408

当期変動額   

自己株式の消却 △114,159 －

当期変動額合計 △114,159 －

当期末残高 509,408 509,408

利益剰余金   

利益準備金   

前期末残高 131,380 131,380

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 131,380 131,380

その他利益剰余金   

買換資産圧縮積立金   

前期末残高 83,913 78,271

当期変動額   

買換資産圧縮積立金の取崩 △5,641 △6,351

当期変動額合計 △5,641 △6,351

当期末残高 78,271 71,920

別途積立金   

前期末残高 700,000 700,000
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（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 700,000 700,000

繰越利益剰余金   

前期末残高 169,758 159,275

当期変動額   

剰余金の配当 △31,078 △31,062

買換資産圧縮積立金の取崩 5,641 6,351

当期純利益又は当期純損失（△） 18,913 △118,142

自己株式の消却 △3,958 －

当期変動額合計 △10,482 △142,854

当期末残高 159,275 16,421

利益剰余金合計   

前期末残高 1,085,051 1,068,927

当期変動額   

剰余金の配当 △31,078 △31,062

買換資産圧縮積立金の取崩 － －

当期純利益又は当期純損失（△） 18,913 △118,142

自己株式の消却 △3,958 －

当期変動額合計 △16,124 △149,205

当期末残高 1,068,927 919,721

自己株式   

前期末残高 △119,980 △2,799

当期変動額   

自己株式の取得 △937 △30,713

自己株式の消却 118,118 －

当期変動額合計 117,180 △30,713

当期末残高 △2,799 △33,512

株主資本合計   

前期末残高 2,418,238 2,405,136

当期変動額   

剰余金の配当 △31,078 △31,062

当期純利益又は当期純損失（△） 18,913 △118,142

自己株式の取得 △937 △30,713

自己株式の消却 － －

当期変動額合計 △13,102 △179,918

当期末残高 2,405,136 2,225,217
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（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 164,045 △7,879

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △171,924 △57,047

当期変動額合計 △171,924 △57,047

当期末残高 △7,879 △64,926

繰延ヘッジ損益   

前期末残高 4,623 △8,001

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △12,624 2,911

当期変動額合計 △12,624 2,911

当期末残高 △8,001 △5,089

評価・換算差額等合計   

前期末残高 168,668 △15,880

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △184,548 △54,136

当期変動額合計 △184,548 △54,136

当期末残高 △15,880 △70,016

新株予約権   

前期末残高 5,720 5,720

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 5,720 5,720

純資産合計   

前期末残高 2,592,628 2,394,976

当期変動額   

剰余金の配当 △31,078 △31,062

当期純利益又は当期純損失（△） 18,913 △118,142

自己株式の取得 △937 △30,713

自己株式の消却 － －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △184,548 △54,136

当期変動額合計 △197,651 △234,054

当期末残高 2,394,976 2,160,922
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（４）キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） 55,814 △94,272

減価償却費 69,422 76,205

退職給付引当金の増減額（△は減少） 7,400 28,700

賞与引当金の増減額（△は減少） △34,000 △14,400

貸倒引当金の増減額（△は減少） △621 63,001

受取利息及び受取配当金 △13,730 △12,889

支払利息 18,442 19,522

投資有価証券売却損益（△は益） △20,377 －

投資有価証券評価損益（△は益） － 121,877

有形固定資産売却損益（△は益） － △29,583

売上債権の増減額（△は増加） 528,565 216,039

たな卸資産の増減額（△は増加） 114,439 4,249

仕入債務の増減額（△は減少） △549,294 △337,711

その他 △94,504 △69,741

小計 81,555 △29,002

利息及び配当金の受取額 13,677 13,156

利息の支払額 △19,296 △19,542

法人税等の支払額 △45,056 △5,853

営業活動によるキャッシュ・フロー 30,879 △41,242

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △35,860 △38,956

定期預金の払戻による収入 35,785 39,365

有形固定資産の売却による収入 － 34,656

投資有価証券の取得による支出 △47,285 △89,993

投資有価証券の売却による収入 60,597 －

有形固定資産の取得による支出 △42,028 △47,390

無形固定資産の取得による支出 △6,490 △27,319

解約保険金受取による収入 66,559 56,245

その他 △19,680 △16,924

投資活動によるキャッシュ・フロー 11,596 △90,318

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 150,000 △50,000

長期借入れによる収入 150,000 300,000

長期借入金の返済による支出 △136,729 △122,374

自己株式の取得による支出 △937 △30,713

配当金の支払額 △31,078 △31,062

財務活動によるキャッシュ・フロー 131,255 65,850

現金及び現金同等物に係る換算差額 － －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 173,731 △65,710
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（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

現金及び現金同等物の期首残高 638,534 812,266

現金及び現金同等物の期末残高 812,266 746,555
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 該当事項はありません。 

  

継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況

重要な会計方針

前事業年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

子会社株式 

移動平均法による原価法 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

子会社株式 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

 たな卸資産の評価基準は原価基準であり、評価方法は

次のとおりであります。 

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

 たな卸資産の評価基準は原価法（貸借対照表価額につ

いては収益性の低下による簿価切下げの方法）であり、

評価方法は次のとおりであります。 

製品  移動平均法 製品  移動平均法 

商品  移動平均法（但し、物流機器類の一部は個別

法） 

商品  移動平均法（但し、物流機器類の一部は個別

法） 

原材料 移動平均法 原材料 移動平均法 

仕掛品 同上 仕掛品 同上 

貯蔵品 同上 貯蔵品 同上 

（会計方針の変更） 

当事業年度より「棚卸資産の評価に関する会計基準」

（企業会計基準委員会 平成18年７月５日 企業会計基

準第９号」を適用しております。これによる営業利益、

経常利益及び税引前当期純損失に与える影響は軽微であ

ります。 

３．固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産  

定率法 

なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります 

 建物  ８年～50年 

 その他 ２年～40年  

３．固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産（リース資産を除く）  

    同左  

無形固定資産  

定額法 

なお、自社利用のソフトウェアについ

ては、社内における利用可能期間（５

年）に基づいております。 

無形固定資産（リース資産を除く）  

    同左 

──────  リース資産  

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリー

ス資産 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとし

て算定する定額法によっております。 

 なお、リース取引開始日が平成20年３月31日以前

の所有権移転外ファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。   
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前事業年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

４．引当金の計上基準 

（1）貸倒引当金 

 売掛金等の債権の貸倒れによる損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上しております。 

４．引当金の計上基準 

（1）貸倒引当金 

同左 

（2）賞与引当金 

 従業員に支給する賞与に充てるため、支給見込額に

基づき計上しております。 

（2）賞与引当金 

同左 

（3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当期末における退

職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当期末に

おいて発生していると認められる額を計上しておりま

す。 

 なお、会計基準変更時差異（230,237千円）につい

ては、平成13年３月期より10年による按分額を費用処

理しております。 

（3）退職給付引当金 

同左 

５．リース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引については、通常の

賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっておりま

す。 

────── 

６．重要なヘッジ会計の方法 

ヘッジ会計の方法 

原則として繰延ヘッジ処理を採用しております。 

５．重要なヘッジ会計の方法 

ヘッジ会計の方法 

同左 

ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 為替予約取引、通貨オプション取引 

ヘッジ対象 買掛金 

ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 為替予約取引 

ヘッジ対象 外貨建債務等 

ヘッジ方針 

 外貨建輸入取引に係る将来の外国為替相場変動リ

スクをヘッジするために社内規程等に基づき、過去

の取引事例を勘案し、現状の取引に対応して行って

おります。なお、短期的な売買差益を獲得する目的

（トレーディング目的）や、投機目的のためにデリ

バティブ取引を行うことはありません。 

ヘッジ方針 

同左 

ヘッジ有効性評価の方法 

 通貨オプション取引においては、ヘッジ対象であ

る外貨建仕入金額等の相場変動額とヘッジ手段の相

場変動額との比率により相関関係を判断し、有効性

の評価をしております。 

 為替予約取引においては、取引すべてが将来の外

貨建輸入取引に係るもので、実行の可能性が極めて

高いため、有効性の判定を省略しております。 

ヘッジ有効性評価の方法 

 為替予約取引においては、取引すべてが将来の外

貨建輸入取引に係るもので、実行の可能性が極めて

高いため、有効性の判定を省略しております。 

７．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可

能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか

負わない取得日から３ヵ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。 

６．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

同左 
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前事業年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

８．その他財務諸表作成のための重要な事項 

消費税等の会計処理 

７．その他財務諸表作成のための重要な事項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 同左 

会計方針の変更

前事業年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

────── （リース取引に関する会計基準） 

「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準委員会

平成５年６月17日 最終改正平成19年３月30日 企業会計

基準第13号）及び「リース取引に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準委員会 平成６年１月18日 最終改正

平成19年３月30日 企業会計基準適用指針第16号）を当事

業年度より適用し、所有権移転外ファイナンス・リース取

引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計

処理から通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理に変

更しております。 

また、リース資産の減価償却の方法は、リース期間を耐

用年数とし、残存価額をゼロとして算定する定額法によっ

ております。 

なお、リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有

権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理を引き続き採用して

おります。 

これによる損益に与える影響はありません。  

浅香工業㈱ （5962）　平成21年3月期 決算短信 （非連結）

－ 19 －



表示方法の変更

前事業年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

────── 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

（損益計算書） 

 前期まで営業外費用の「その他営業外費用」に含めて表

示しておりました「ファクタリング手数料」は、営業外費

用の総額の100分の10を超えたため区分掲記しました。 

 なお、前期における「ファクタリング手数料」の金額は

2,243千円であります。  

（貸借対照表） 

１． 「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規

則等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日

内閣府令第50号）が適用となることに伴い、前事業年

度において、「商品」「製品」「原材料」「貯蔵品」

として掲記されていたものは、当事業年度から「商品

及び製品」「原材料及び貯蔵品」とそれぞれ一括して

掲記しております。 

 なお、当事業年度に含まれる「商品」「製品」「原

材料」「貯蔵品」は、それぞれ774,246千円、271,609

千円、108,049千円、8,120千円であります。 

２． 前期まで区分掲記しておりました「長期未払金」

は、負債及び純資産の100分の１以下となったため固

定負債の「その他」として表示しております。 

────── 
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注記事項

（貸借対照表関係）

項目 
前事業年度

（平成20年３月31日） 
当事業年度 

（平成21年３月31日） 

※１ このうち次のとおり担保に

供しております。 

    

(1）建物 264,003千円 243,528千円

(2）土地 3,335  3,335  

(3）投資有価証券 48,536  34,316  

計 315,875  281,179  

債務の内容         

長期借入金（１年以内に

返済予定のものを含む） 
213,619千円 383,561千円

短期借入金 767,260  707,443  

計 980,879  1,091,004  

 ２ 受取手形割引高 462,382千円 485,942千円

（損益計算書関係）

項目 
前事業年度

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

※１ 他勘定振替高 販売費及び一般管理費等への振替で

あります。 

販売費及び一般管理費等への振替で

あります。 

※２ 販売費及び一般管理費  販売費に属する費用のおおよその割

合は58％であり、一般管理費に属する

費用のおおよその割合は42％でありま

す。 

主要な費用及び金額は次のとおりであ

ります。 

 販売費に属する費用のおおよその割

合は60％であり、一般管理費に属する

費用のおおよその割合は40％でありま

す。 

主要な費用及び金額は次のとおりであ

ります。 

  販売旅費 千円88,708

運賃諸掛  312,501

業務委託費  146,674

役員報酬  89,890

従業員給料手当  697,106

法定福利費  102,352

貸倒引当金繰入額  1,247

賞与引当金繰入額  48,307

退職給付費用  71,284

賃借料  128,202

減価償却費  41,877

販売旅費   千円77,902

運賃諸掛  307,736

業務委託費  152,573

役員報酬  78,480

従業員給料手当  653,051

法定福利費  98,053

貸倒引当金繰入額  10,380

賞与引当金繰入額  35,056

退職給付費用  78,319

賃借料  117,824

減価償却費  41,847
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前事業年度（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） 

１．発行済株式に関する事項 

 （注） 発行済株式の減少700,000株は、平成20年３月14日開催の取締役会の決議により自己株式を消却したことによ

るものであります。 

２．自己株式に関する事項 

（注）１． 自己株式の増加5,331株は、単元未満株式の買取りによるものであります。 

   ２． 自己株式の減少700,000株は、平成20年３月14日開催の取締役会の決議により自己株式を消却したことに

よるものであります。 

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生が翌事業年度となるもの 

４．新株予約権に関する事項 

（注） 目的となる株式の数は、権利行使可能数を記載しております。 

（株主資本等変動計算書関係）

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式 （株）  11,070,800  ―  700,000  10,370,800

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式 （株）  711,248  5,331  700,000  16,579

決議 株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日

平成19年６月28日 

定時株主総会 
普通株式  31,078  3.00 平成19年３月31日 平成19年６月29日 

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円） 

配当の原資
１株当たり
配当額（円） 

基準日 効力発生日

平成20年６月27日 

定時株主総会 
普通株式  31,062 利益剰余金  3.00 平成20年３月31日 平成20年６月30日

内訳 
目的となる
株式の種類 

目的となる株式の数 （株）
当事業年度末
残高（千円） 

前事業年度末 増加 減少 当事業年度末 

第１回新株予約権 普通株式  2,000,000  ―  ―  2,000,000  5,720
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当事業年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

１．発行済株式に関する事項 

  

２．自己株式に関する事項 

 （注） 自己株式の増加360,472株の内351,000株は、平成20年11月17日開催の取締役会決議による自己株式の取得であ

り、9,472株は単元未満株式の買取りによるものであります。 

    ３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額  

  

(2）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生が翌事業年度となるもの 

４．新株予約権に関する事項 

（注） 目的となる株式の数は、権利行使可能数を記載しております。 

  

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式 （株）  10,370,800  ―  ―  10,370,800

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式 （株）  16,579  360,472  ―  377,051

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円） 

配当の原資
１株当たり
配当額（円） 

基準日 効力発生日

平成20年６月27日 

定時株主総会 
普通株式  31,062 利益剰余金  3.00 平成20年３月31日 平成20年６月30日

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円） 

配当の原資
１株当たり
配当額（円） 

基準日 効力発生日

平成21年６月26日 

定時株主総会 
普通株式  19,987 利益剰余金  2.00 平成21年３月31日 平成21年６月29日

内訳 
目的となる
株式の種類 

目的となる株式の数 （株）
当事業年度末
残高（千円） 

前事業年度末 増加 減少 当事業年度末 

第１回新株予約権 普通株式  2,000,000  ―  ―  2,000,000  5,720

（キャッシュ・フロー計算書関係）

前事業年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

  

現金及び預金勘定 900,612千円

預入期間が３ヵ月を超える定期預金 △88,346  

現金及び現金同等物 812,266  

現金及び預金勘定 834,493千円

預入期間が３ヵ月を超える定期預金 △87,937  

現金及び現金同等物 746,555  
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（リース取引関係）

前事業年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

 リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権移転

外ファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

  
取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

車輌及び運搬
具  16,380  11,533  4,846

ソフトウェア  6,836  6,153  683

合計  23,216  17,686  5,530

  
取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

車輌及び運搬
具  9,642  6,723  2,918

ソフトウェア  6,836  6,836 －

合計  16,478  13,560  2,918

② 未経過リース料期末残高相当額 ② 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 2,612千円

１年超 2,918  

合計 5,530  

１年内 1,928千円

１年超 989  

合計 2,918  

 なお、取得価額相当額及び未経過リース料期末残高

相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の

期末残高等に占める割合が低いため、支払利子込み法

により算定しております。 

同左 

③ 支払リース料及び減価償却費相当額 ③ 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 千円3,984

減価償却費相当額  3,984

支払リース料 千円2,612

減価償却費相当額  2,612

④ 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 
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前事業年度（平成20年３月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

３．当事業年度中に売却したその他有価証券（自平成19年４月１日 至平成20年３月31日） 

（有価証券関係）

  種類 取得原価（千円）
貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円）

貸借対照表計上額が取得原価

を超えるもの 

(1）株式  161,699  222,874  61,174

(2）債券  －  －  －

(3）その他  9,658  13,006  3,348

小計  171,357  235,880  64,522

貸借対照表計上額が取得原価

を超えないもの 

(1）株式  367,439  290,141  △77,298

(2）債券  －  －  －

(3）その他  13,191  12,680  △511

小計  380,631  302,821  △77,810

合計  551,989  538,702  △13,287

  貸借対照表計上額（千円） 

子会社株式  50,876

その他有価証券   

非上場株式  60

売却額（千円） 売却益の合計額（千円） 売却損の合計額（千円）

 60,597  20,377  －
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当事業年度（平成21年３月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

３．当事業年度中に売却したその他有価証券（自平成20年４月１日 至平成21年３月31日） 

  種類 取得原価（千円）
貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円）

貸借対照表計上額が取得原価

を超えるもの 

(1）株式  4,290  8,991  4,701

(2）債券  －  －  －

(3）その他  5,157  5,387  229

小計  9,447  14,379  4,931

貸借対照表計上額が取得原価

を超えないもの 

(1）株式  409,922  323,980  △85,941

(2）債券  83,559  59,648  △23,911

(3）その他  17,175  12,607  △4,567

小計  510,656  396,235  △114,420

合計  520,104  410,615  △109,488

  貸借対照表計上額（千円） 

子会社株式  50,876

その他有価証券   

非上場株式  60

売却額（千円） 売却益の合計額（千円） 売却損の合計額（千円）

 1  0  －
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（退職給付関係）

前事業年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

１．採用している退職給付制度の概要 

 当社は、確定給付型の退職一時金制度を設けておりま

す。この退職金に充てるため、必要資金の内部留保の他

に適格退職年金制度を採用し、外部拠出を行っておりま

す。 

１．採用している退職給付制度の概要 

同左 

２．退職給付債務に関する事項 ２．退職給付債務に関する事項 

（平成20年３月31日現在） （千円）

イ．退職給付債務 △334,505

ロ．年金資産残高 156,158

ハ．未積立退職給付債務（イ＋ロ） △178,347

ニ．会計基準変更時差異の未処理額 46,047

ホ．退職給付引当金（ハ＋ニ） △132,300

（平成21年３月31日現在） （千円）

イ．退職給付債務 △308,941

ロ．年金資産残高 124,918

ハ．未積立退職給付債務（イ＋ロ） △184,023

ニ．会計基準変更時差異の未処理額 23,023

ホ．退職給付引当金（ハ＋ニ） △161,000

（注） 当社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法

を採用しております。 

（注） 当社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法

を採用しております。 

３．退職給付費用に関する事項 

（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） 

３．退職給付費用に関する事項 

（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

  （千円） 

イ．勤務費用 68,484

ロ．会計基準変更時差異の費用処理額 23,023

ハ．退職給付費用（イ＋ロ） 91,507

  （千円） 

イ．勤務費用 67,414

ロ．会計基準変更時差異の費用処理額 23,023

ハ．退職給付費用（イ＋ロ） 90,438

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

会計基準変更時差異の処理年数 

 変更時差異230,237千円については10年による按分額

を費用処理しております。 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

会計基準変更時差異の処理年数 

同左 
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（税効果関係）

前事業年度 
（平成20年３月31日） 

当事業年度 
（平成21年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

（繰延税金資産）     

賞与引当金 22,914千円

退職給付引当金 53,846  

貸倒引当金繰入限度超過額 2,990  

有価証券評価損否認 8,843  

会員権評価損否認 18,546  

未払役員退職慰労金 21,502  

未払社会保険料 2,727  

繰越欠損金 11,418  

その他有価証券評価差額金 5,407  

繰延ヘッジ損失 5,491  

その他 9,623  

繰延税金資産小計 163,311  

評価性引当額 △1,668  

繰延税金資産合計 161,642  

（繰延税金負債）     

買換資産圧縮積立金 △53,720  

繰延税金負債合計 △53,720  

繰延税金資産の純額 107,921  

（繰延税金資産）     

賞与引当金 17,053千円

退職給付引当金 65,527  

貸倒引当金繰入限度超過額 18,794  

投資有価証券評価損 57,923  

会員権評価損 18,546  

未払役員退職慰労金 21,502  

未払社会保険料 2,070  

その他有価証券評価差額金 44,561  

繰延ヘッジ損失 3,493  

その他 7,755  

繰延税金資産小計 257,229  

評価性引当額 51,660  

繰延税金資産合計 205,569  

（繰延税金負債）     

買換資産圧縮積立金 △49,361  

繰延税金負債合計 △49,361  

繰延税金資産の純額 156,207  

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳 

  

法定実効税率 40.7％ 

（調整）     

交際接待費等永久に損金に算入されない項目 8.4  

住民税均等割 17.9  

その他 △0.9  

税効果会計適用後の法人税等負担率 66.1  

法定実効税率 40.7％ 

（調整）     

交際接待費等永久に損金に算入されない項目 △4.5  

住民税均等割 △9.6  

評価性引当額 △53.0  

その他 1.1  

税効果会計適用後の法人税等負担率 △25.3  
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 （注）１．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

    ２．１株当たり当期純利益又は当期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

（開示の省略）  

 「デリバティブ取引」「関連当事者との取引」「ストック・オプション等」 につきましては、決算短信における

開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しております。 

  

（１株当たり情報）

前事業年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

１株当たり純資産額 230円75銭 

１株当たり当期純利益 1円83銭 

１株当たり純資産額 215円65銭 

１株当たり当期純損失（△） △11円54銭 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記

載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、１株当たり当期純損失であり、希薄化効果を有してい

る潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  
前事業年度

(平成20年３月31日) 
当事業年度 

(平成21年３月31日) 

純資産の部の合計額（千円）  2,394,976  2,160,922

純資産の部の合計額から控除する金額（千

円） 
 5,720  5,720

（うち新株予約権（千円））  (5,720)  (5,720)

普通株式に係る期末の純資産額（千円）  2,389,256  2,155,201

普通株式の発行済株式数（千株）  10,370  10,370

普通株式の自己株式数（千株）  16  377

１株当たり純資産額の算定に用いられた期

末の普通株式の数（千株） 
 10,354  9,993

  
前事業年度

(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日) 

当期純利益又は当期純損失（△）（千円）  18,913  △118,142

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る当期純利益又は当期純損失

（△）（千円） 
 18,913  △118,142

普通株式の期中平均株式数（千株）  10,356  10,241

希薄化効果を有していないため、潜在株式

調整後１株当たり当期純利益金額の算定に

含めなかった潜在株式の概要 

新株予約権 １種類 

（新株予約権の数 20個） 

新株予約権 １種類 

（新株予約権の数 20個） 
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(1）役員の異動（平成21年6月26日付予定） 
  
① 代表者の異動 

該当事項はありません。  
  
② その他の役員の異動 

退任予定取締役  

白江清晃（現、取締役会長・相談役に就任）  

    

(2）その他 
  
 （売上高内訳）  

（千円未満切捨） 

  

  

５．その他

期  別 
前 事 業 年 度 当 事 業 年 度 

 増     減 

  

（ 自 平成 19年  4月  1日    （ 自 平成 20年  4月  1日      

             至 平成 20年  3月 31日 ）    至 平成 21年  3月 31日 ）   

 品 種 別 金  額 構  成  比 金  額 構  成  比 金  額 率 

シ 

ョ 

ベ 

ル 

類 

  千円 ％ ％ 千円 ％ ％ 千円 ％

国  内  921,446  86.4    861,147  89.1    △60,298  △6.5

輸  出  144,652  13.6    105,685  10.9    △38,967  △26.9

小  計  1,066,098  100.0  12.3  966,833  100.0  12.5  △99,265  △9.3

  

  

  

用

品

類 

ア 

ウ 

ト 

ド 

ア 

  

国  内  1,872,370  99.4    1,882,515  99.7    10,145  0.5

輸  出  12,159  0.6    6,405  0.3    △5,754  △47.3

小  計  1,884,530  100.0  21.7  1,888,920  100.0  24.3  4,390  0.2

  

  

用 

機 

器 

類 

工 

事 

・ 

農 

業 

  

国  内  2,557,194  99.6    2,340,003  99.3    △217,191  △8.5

輸  出  9,486  0.4    16,984  0.7    7,497  79.0

小  計  2,566,680  100.0  29.6  2,356,987  100.0  30.3  △209,693  △8.2

物 

流 

機 

器 

類 

国  内  3,158,351  100.0    2,557,524  100.0    △600,827  △19.0

輸  出 ― ―   ― ―   ― ―

小  計  3,158,351  100.0  36.4  2,557,524  100.0  32.9  △600,827  △19.0

合  

  

計 

国  内  8,509,362  98.1    7,641,190  98.3    △868,171  △10.2

輸  出  166,299  1.9    129,074  1.7    △37,224  △22.4

合  計  8,675,661  100.0  100.0  7,770,265  100.0  100.0  △905,396  △10.4
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